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   令和２年度のハローワークのマッチング機能に関する 
   業務の評価・改善の取組状況を公表します！ 
 

～ 総合評価結果及び就職支援業務報告 ～ 

 

 

 岩手労働局（局長 稲原 俊浩）は、全国的な取組みとして、ハローワーク 

のマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組（総合評価）を行ってお

り、その評価結果及び就職支援業務の所長による分析（業務運営の総括）を

公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 平成 26 年６月 24 日に「『日本再興戦略』改訂 2014～未来への挑戦～」が閣議決

定され、外部労働市場の活性化による失業なき労働移動の実現に向け、官民協働に

よる外部労働市場の求人・求職マッチング機能の強化を図ることになったことから

平成 27 年度よりハローワークの機能強化のため、次の取組を行っています。 

① PDCA サイクルによる目標管理・業務改善 

② マッチング機能に関する業務の総合評価 

③ 評価結果等に基づく全国的な業務改善 

厚生労働省岩手労働局発表 
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電話 019-604-3004 
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従来の取組（就職率等の主要指標に基づ
くＰＤＣＡサイクルによる目標管理）を拡充し、
① 業務の質に関する補助指標
② ハローワーク毎に、地域の雇用の課題
を踏まえ重点とする業務に関する所重点
指標
③ ハローワーク毎に、中長期的なマッチン
グ機能強化のため、職員の資質向上や継
続的な業務改善の取組を推進する評価項
目である所重点項目
を新たに設定し、目標管理を実施。

ハローワーク総合評価について

○平成27年度から、目標管理・業務改善の取組拡充等を柱とする「ハローワーク総合評価」を開始。
○例年、すべてのハローワークにおいて業務毎に目標値を設定し、その達成状況等に応じた４段階の相対評価等を
実施。次年度以降の業務改善に繋げる。また、取組状況や評価結果は公表し、審議会（労働政策審議会（本省）や
地方労働審議会（労働局））にも報告。
○(１)目標管理、(２)実績公表・相対評価、(３)評価結果に基づく業務改善といった一連の流れを続けることにより、
サービスの質の向上に向けた取組を継続的に実施。

（１）ＰＤＣＡサイクルによる
目標管理・業務改善の拡充

（２）ハローワークのマッチング機能
の総合評価・利用者への公表

（３）評価結果に基づく
全国的な業務改善

業務の成果について毎月公表
⇒ 各労働局が所管ハローワークの主要指標
の実績を毎月公表

年度終了後、業務の成果（主要指標・所重点
指標）や質（補助指標）、職員の資質向上・業
務改善の取組（所重点項目）の実施状況を踏
まえ、ハローワーク毎に総合評価を実施
⇒ 労働市場の状況や業務量が同程度のハ
ローワークを11グループに分け、同一グ
ループ内で相対評価

ハローワーク毎に総合評価結果及び業務改
善の取組等をまとめ、各労働局が公表

総合評価結果を、労働局は地方労働審議会、
本省は労働政策審議会に報告。

ハローワークのマッチング機能の強化を
図るため、評価結果をもとに、本省・労働
局による個別のハローワークへの重点指
導や好事例の全国展開を実施

①評価結果に基づき、本省から、労働局・
ハローワークに対する問題状況の改善
指導

②一定の基準に該当するハローワークは
改善計画を作成、本省・労働局が重点
指導

③好事例は全国展開労働市場の状況や
業務量が同程度のハローワークによる
交流会も開催
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重点的に取り組んだ事項、
業務改善を図った事項、業務
改善が必要な事項、総合評価、
基本統計データ、指標ごとの
実績及び目標達成状況などを
公表

継続的な業務改善の取組等

職員の資質向上の取組

サービスの質向上
地域の課題への対応

主要業務の成果の向上
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【全国と岩手のハローワークの類型ごとの分布状況】

令和２年度における総合評価結果

良 好 な 成 果 標 準 的 な 成 果

ハローワーク盛岡

ハローワーク釜石

ハローワーク宮古

ハローワーク花巻

ハローワーク大船渡

ハローワーク久慈

ハローワーク一関

ハローワーク水沢

ハローワーク北上

ハローワーク二戸

岩手局（10所） 全国（434所）

類型１ 非常に良好な成果 0 0

類型２ 良好な成果 4 224

類型３ 標準的な成果 6 194

類型４ 成果向上のため計画的な取組みが必要 0 16

類型 総合評価の評語
類型ごとの分布状況

・全ハローワークについて、労働市場の状況や業務量が同程度ものでグルーピングし、11グループに分類。
・各ハローワークの総点数について、同一グループ内で相対評価（４類型に区分）を実施。
・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染動向がハローワークの業務に大きく影響を与えることが想定されたが、年度
開始時に設定していた目標は変更せずに実施。
・コロナ禍であった令和２年度においては、ハローワーク総合評価における目標達成の難しさが伺える。
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令和２年度における総合評価の目標値

主要指標

（必須）

補助指標

（必須）

全国統一指標
全国統一

指標

就職件数

（常用）

充足件数

（常用）

雇用保険受

給者の早期

再就職件数

紹介率（常

用）新規求
職者数に対

する紹介件

数の割合

生活保護受

給者等の就

職件数

障害者の就

職件数

就職支援ナ

ビゲーター
（旧学卒

ジョブサ

ポーター）

の支援によ

る正社員就

職件数

ハローワー

クの職業紹

介により、

正社員に結
び付いた就

職氷河期世

代（35歳～

54歳）の不

安定就労

者・無業者
の件数

【必須】

ハローワー
クの職業紹

介により、

正社員に結

びついたフ

リーター等

の件数

公的職業訓

練の修了3

か月後の就

職件数

マザーズハ

ローワーク
事業におけ

る担当者制

による就職

支援を受け

た重点支援

対象者の就
職率

正社員求人

数

【必須】

正社員就職

件数

【必須】

人材不足分

野の就職件

数

生涯現役支

援窓口での

65歳以上の

就職件数

新規高卒者

の県内就職

割合

65歳以上の

高齢者の就

職件数

岩手局 23,825 22,969 5,839 110.1% 677 1,291 2,303 1,133 2,364 943 93.4% 44,471 9,267 5,948 230 68.5% 2,417

盛　岡 7 8,113 8,448 2,032 116.8% 456 798 297 15,964 3,027 142 67.8%

釜　石 3 1,629 1,304 368 91.6% 62 2,253 513

宮　古 3 1,734 1,466 415 96.5% 66 2,587 681

花　巻 4 1,923 1,812 425 104.0% 87 245 3,360 802

一　関 4 2,502 2,188 590 123.7% 112 4,153 993 47

水　沢 4 2,311 2,280 645 101.6% 106 5,710 1,030 41

北　上 4 2,010 2,074 496 107.0% 98 93.4% 4,396 883

大船渡 3 1,377 1,301 317 120.5% 58 2,593 510

二　戸 3 1,022 921 241 97.4% 40 1,561 382

久　慈 3 1,204 1,175 310 100.4% 48 1,894 446

※所重点指標選択数は所の規模により指定されている。

局独自指標

所

重

点

指
標

選

択

数

ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク

名

所重点指標

（選択）

全国統一指標
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ハローワーク盛岡 5 ～ 8

ハローワーク釜石 9 ～ 10
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ハローワーク一関 17 ～ 20
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ハローワーク盛岡 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

   ○ 就職氷河期世代の再就職支援の取組 

      就職氷河期世代専門窓口を菜園庁舎に設け、チーム支援に基づき各種支援を行いました。 

      就職氷河期世代専門窓口リーフレットを作成し、本所窓口や雇用保険の初回講習において周知を図りました。 

      ダイレクトメールにより来所勧奨を行いました。 

      職業生活設計の相談援助、応募書類の作成支援・面接指導等、きめ細やかな就職支援を行いました。 

      コロナ禍の厳しい状況下で求人開拓を実施し、求人確保を図りました。 

      〔実績〕ハローワークの職業紹介により、正社員に結びついた就職氷河期世代の不安定就労者・無業者の件数は４２４人とな 

      りました。 

 

   ○ 公的職業訓練の取組 

      雇用保険終了後手当の支給要件が明確に示されたことに伴い、訓練終了日翌日に要件確認のため、全員相談を実施しました。 

      求職者担当者制の対象としていないポリテクセンター受講生に対しても、ポリテクセンターの就職支援員と連携して定期的な 

     求人情報の提供や必要に応じた呼出相談を行いました。 

      支援終了１か月前を支援強化期間とし、統括官等職員を含めた担当者間で未就職者の情報を共有し、求人情報の提供の強化や 

     呼出相談を行いました。 

      求職者担当制の対象求職者については、可能な限りマイページを開設していただくことによって、よりスピーディな求人情報 

     の提供や呼出相談実施の連絡などに活用しました。 

     〔実績〕公的職業訓練終了３か月後の就職件数は３６２人となりました。 

 

   ○ 生涯現役支援窓口における取組 

      シニア層の採用実績が高い清掃員、警備員等の職種のほか、就業希望の多い職種についても定期的な情報提供を行いました。 

      高年齢者一時金の認定日である毎週月曜日に「６０歳応募歓迎求人情報」を発行し、求職者へ提供して職業相談に活用しまし 
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     た。 

      「６０歳応募歓迎求人情報」には掲載されていない求人であって「年齢不問・定年制なし」の求人をピックアップした「生涯 

     現役窓口ピックアップ求人情報」を不定期に発行し、職業相談に活用しました。 

      ６５歳以上の採用実績のある事業所名簿を作成し、事業所台帳に採用実績を掲載することで職業相談、個別求人開拓に活用し 

     ました。 

      生涯現役窓口の活用を図るため、求人者用説明資料を作成し、求人開拓に利用しました。 

     〔実績〕生涯現役支援窓口での６５歳以上の就職件数は１７２人となりました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     令和２年度の職員研修は５つのテーマで合計３５回実施しました。 

     新型コロナウイルス関連で二つの研修を実施しました。 

     ゴールデンウィークの助成金相談窓口の対応をできるように研修を実施しました。 

     新型コロナウイルス感染症対応支援金・給付金について、全職員・相談員が対応できるように研修を実施しました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    ハローワークシステム刷新に伴い、求人マイページの開設手順書（届け出様式の簡略版）を作成し、利用促進を図りました。 

    求人内容の適正化を図るため、求人作成時によく間違える項目の事例を作成し、求人担当者へ配付しました。 

    ハローワーク盛岡紺屋町庁舎は建物が古く老朽化が進んでいましたが、空調設備・電気設備・サッシ建具・外壁の大幅な改修工事 

   を令和２年１０月から令和３年３月までの半年間実施しました。 

    改修工事期間中は来所者に大変ご不便をおかけしましたが、改修工事終了後はハローワーク来所者の皆さまにとって利用しやすい 

   環境が整ったところです。 

    また、自動換気システムの導入により新鮮な空気を取り入れることが可能となり、新型コロナウイルス感染症対策にも効果的とな 

   りました。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    令和３年度においても「就職氷河期世代の再就職支援」を所の重点として取り組みます。 

    集団的な支援によるチーム制を導入し、創意工夫を凝らした支援メニューにより求職者及び求人者の支援の取組を強化します。 

    ハローワークシステム刷新の第２弾が令和３年９月より実施となり、オンラインでの求職登録、求職者マイページからのオンライ 
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   ンハローワーク紹介、オンライン自主応募が可能になるなど、機能追加の周知を図ります。 

    利用者の満足度と職業紹介の質を高めるためには、職員の専門性の向上が不可欠であることから、キャリアコンサルティングの技 

   法習得の場を提供する機会を設けます。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    ハローワーク盛岡紺屋町庁舎は、ハローワークシステムの機器更新にあわせて、令和元年度に職業相談窓口のレイアウト変更を行 

   いました。 

    これにより利便性は向上しましたが、手狭な紺屋町庁舎は窓口増設に限度があり、利用者の皆さまにはソーシャルディスタンス等 

   の面で迷惑をおかけしている状態が続いています。 

    このため、映画館通りにある菜園庁舎を今まで以上に利用しやすい環境に整え、職業相談の利用を促進するために、さらなる周知 

   に力を入れます。 

 

    新型コロナウイルス感染症が地域の経済活動に影響を与えており、雇用調整助成金で雇用を維持している事業所がかなりの数に上 

   っております。 

    ワクチン接種率が上昇し不安感がある程度取り除かれた感はありますが、この先の企業活動の動向には不透明な部分が大きいため、 

   解雇等により求職者が増加した場合の対応に備え、万全を期します。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結び付いた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

公的職業訓練の修

了３か月後の就職

件数 

正社員求人数 正社員就職件数 

生涯現役支援窓口

での６５歳以上の就

職件数 

実績 ６，８０２ ７，０６０ ２，０８２ １１２．６％ ４２４ ３６２ １４，７８５ ２，７４９ １７２ 

目標 ８，１１３ ８，４４８ ２，０３２ １１６．８％ ４５６ ２９７ １５，９６４ ３，０２７ １４２ 

目標達成率 ８３％ ８３％ １０２％ ９６％ ９２％ １２１％ ９２％ ９０％ １２１％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

標準的な成果 
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ハローワーク釜石 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     当所では、新型コロナウイルス感染症の影響等により新規求人数が減少傾向にあることから、需要が多く見込まれる正社員求人 

    を中心とした新規求人の確保と、確保した求人に対する早期充足を最優先課題と捉え、重点的に取り組みました。 

     取組にあたり管内約４００社にアンケート調査を実施し、傾向を分析した上で「求人充足チーム」を発足して、求職者に対する 

    集中的な情報提供やミニ求人説明会の開催等の対応を図り、さらにオンライン上で求人申込み等の求人情報管理ができる「求人者 

    マイページ」の登録拡大に努めました。 

     その結果、目標とした数字には届かなかったものの、求人者からは一定の評価をいただいております。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     職業相談事例の検討研修のほか、休業支援金等新型コロナウイルス感染症の関係で新設された助成金等の研修を行い、職員の知 

    識の向上に取り組みました。 

     また、求職者や求人者に対する支援を３～４人の構成員で行う「チーム制」を導入し、よりきめ細やかな支援が行える体制も整 

    備しました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    プライバシーへの配慮をさらに徹底するため、窓口でのお名前による呼出を番号札での呼出に変更しました。 

    ほかに従来から実施していた取組ですが、雇用保険受給者の初回認定日にあわせて求人者に来所していただき、求職者に直接求人 

   内容等を説明する求人ＰＲを強化しました。 

    年度初めは新型コロナウイルス感染症の影響で自粛を余儀なくされましたが、参加事業所の開拓に力を入れて、求職者にとって常 

   に新鮮な求人ＰＲとなるように取り組んだ結果、参加事業所６６社（前年５６社）、参加求職者８８０人（前年４９４人）、この取組 

   をきっかけとした就職者数は１１人（前年６人）となりました。 
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（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    年度の後半から新規求人が増加傾向となり、一部の業種において早期あっせんを求める求人者のニーズが大きくなってきたことか 

   ら、求人ＰＲの強化と両輪で求職者に対するチーム支援や、求職者を職員がマンツーマンで支援する求職者担当者制を通じたオーダ 

   ーメイド型の支援をさらに強化していくこととしております。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    復興創生期間が終焉を迎え、管内人口減少も顕在化してきていることから、働く意欲のある高齢者やシングルマザーなど、多様な 

   人材の活躍につながるように確実なマッチングに取り組みます。 

 

 

 

２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数   

実績 １，３３５ １，１２４ ３２９ ９８．６％ ４１ ２，１３３ ４６０   

目標 １，６２９ １，３０４ ３６８ ９１．６％ ６２ ２，２５３ ５１３   

目標達成率 ８１％ ８６％ ８９％ １０７％ ６６％ ９４％ ８９％   

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 

標準的な成果 
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ハローワーク宮古 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     新型コロナウイルス感染症の影響により事業所訪問や集団的イベントの中止が続き、求人・求職ともに積極的な活動が制限され 

    た中、ニーズにあわせた支援に重点的に取り組みました。 

     雇用保険の早期再就職件数の目標達成を重点課題として、職業相談グループの相談員８名を３チームに編成し、一人当たり月３ 

    名の個別支援対象者を選定して１チームで月６～９名の個別支援を実施しました。 

     参加型のグループワーク等を開催できない中、予約制による個別相談のほか、応募書類の作成支援や能動的マッチングを積極的 

    に行ったことにより、個別支援対象者の紹介就職率６７．６％を達成しました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

   ○ 全職員を対象としたキャリアコンサルティング研修の実施 

      就職支援事業が多様化する中で、ハローワークに求められる専門性と基本スキルのほか、オンライン化を含む労働市場の動向 

     等の知識の重要性を説明しました。 

      相談窓口における基本的態度から理論に基づく具体的展開まで、コロナ禍で必要とされるよりきめ細かい相談技法について、 

     全職員に対して９０分×６班の研修を実施しました。 

 

   ○ 新型コロナウイルス感染症に係る産業関係連絡会議における各自治体等との連携強化 

      宮古地域の産業関係機関（宮古市、商工会議所、観光協会、市内金融機関等）と毎月１回の定期的な会議を通じて最新の情報 

     を共有、意見交換を実施しました。 

      新型コロナウイルス感染症に関する支援制度や雇用情勢の報告のほか、商工会議所からの要請に応じた個別相談会への対応・ 

     応援を１５回実施しました。 

      事業主に対する雇用関係全般の相談に対応しました。 
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（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

   〇 管内事業所の仕事理解の促進のためのミニ面談会等の実施 

      感染拡大防止の観点から中止していたミニ面談会を、８月以降再開しました。 

      開催規模や会場、事業所の選定方法を見直し、充足可能性の高い求人に絞り込むことにより１日１社限定として、より詳細な 

     相談を可能とした形式に改善して実施しました。 

      合計４社の実施ではありましたが、各回６～８名の参加者が集まり「じっくりと具体的な話ができた。」と求人者・求職者双方 

     から好評価を得ることができました。 

 

   〇 うみねこハローワークガイドの刷新 

      ハローワークのサービス支援内容をまとめたリーフレットについて、記載内容や様式例を新システムの様式にあわせて見直し、 

     利用者の利便性を図りました。 

      雇用保険受給者に対する初回講習のほか、窓口での相談時に配付して支援内容の周知を行っています。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

   〇 オンライン紹介に向けたマイページ開設の促進 

      ９月のハローワークシステム刷新に伴うオンラインハローワーク紹介の開始に向けて、マイページの利便性と活用方法等につ 

     いて、求人者・求職者への周知を強化しました。 

      人材不足業種を中心に、応募者確保のために必要不可欠なツールであることをより効果的にＰＲできるよう段階的なスケジュ 

     ールを組みながら内部研修等を実施しました。 

 

   ○ チーム支援サービスと個別支援の強化 

      新規求職者数の減少や給付制限の短縮化等を背景に、支援対象者が減少していることなどを踏まえ、支援対象者の範囲の拡大、 

     チーム構成の強化、支援プラン提案のテンポアップ等を軸にバージョンアップを検討しました。 

      個別支援の強みとしてオンラインハローワーク紹介を効率的に活用するなど、今後のオンライン紹介の体制構築を行った上で 

     個別支援の強化を図ります。 

 

   ○ 求人受理説明会を集合形式から動画配信形式へ 

      新規学卒者対象の求人受理説明会について、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、求人者に集まっていただく形式 
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     から動画による説明、配信形式で実施することを検討します。 

      密集・密接を避けられるほか、特定の開催日に限らず、繰り返し視聴できることもメリットとして掲げ、幅広い活用を目指し 

     ます。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    宮古地域の主要産業である水産加工業は、サンマや秋サケの不漁による求人数の落ち込みが大きく、年間の製造業全体の求人数の 

   減少に大きく影響しています。 

    三陸自動車道の開通や国道の改良等、交通の利便性が高くなったことによる人材の流出も懸念されており、これまで以上に地域産 

   業の魅力の発信や活用できる支援制度の周知等、関係機関と連携しながら、求人・求職のニーズに対応していくことが重要と考えて 

   います。 

 

 

 

２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により,正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数   

実績 １，４９４ １,３８２ ３７６ ９４.５％ ６０ ２,５６５ ６０２   

目標 １，７３４ １,４６６ ４１５ ９６.５％ ６６ ２,５８７ ６８１   

目標達成率 ８６％ ９４％ ４１５ ９７％ ９０％ ９９％ ８８％   

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

標準的な成果 
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ハローワーク花巻 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     当所では、職業訓練受講者の支援を重点的に取り組みました。 

     訓練コース情報の提供、訓練コース選定に関する相談支援を強化するために、前年度より職業訓練説明会のほか、初回講習時に 

    も十分な時間を確保※して訓練実施機関から職業訓練を説明していただいており、公共職業訓練受講者が対前年比２９名増加しま 

    した（令和元年度１４８人、令和２年度１７７人）。 

     また、就職意欲の喚起にもつながっており、公的職業訓練修了３か月後の就職件数について、目標の１６５．２％を達成するこ 

    とができました（目標８９人、実績１４７人）。 

   ※ 毎週水曜日の雇用保険説明会時、ポリテクセンターより１０分間説明していただきました。 

     また、月１回２時間の「ハロトレ合同説明会」を実施しました。 

     ２～５の訓練実施機関、ジョブ・カード作成支援事業の受託者も参加し、各１５～２０分程度説明していただきました。 

     説明は当所の訓練業務担当者、各施設の就職支援担当者等が担当し、主にカリキュラム内容、就職率等を説明しました。 

 

     地方自治体と連携して開催してきた高校生対象の事業所見学会を、オンラインによる「職業意識啓発ＬＩＶＥセミナー」として 

    実施しました。 

 

     また、障がい者の就職面談会に替えて「障がい者就労交流会」を就労支援部会へ提案し、障がい者の雇用理解を深める機会とし 

    ました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     当所では、全職員に対して個人情報保護の研修を、職業紹介・助成金担当者に対して助成金制度等に関する研修を行いました。 

 

     また、職業相談技法の向上を目的として労働局主催のキャリアコンサルティング研修へ職員を送り出しました。 
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（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    正社員就職件数と６５歳以上の高齢者の就職件数が目標を下回っていたことから、７月よりシニア求人一覧表、パート求人一覧表、 

   正社員求人一覧表を作成し、週１回程度発行しました。 

 

    求職者担当者制の業務取扱要領、ミニ面接会の実施マニュアル等を現状に見合ったものに修正・作成し、統一した求職者支援を行 

   うための体制を整えました。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    求職者担当者制による相談支援を行っていますが、効果的なチーム編成によるケース検討会議を定期的に開催して個別の相談スキ 

   ルを見直し、就職率の向上を図ります。 

 

    ハローワークインターネットサービスに創設されるマイページ登録数を増やすほか、事業所情報の充実を図ります。 

 

    「ジョブカフェはなまき」と連携し、就職氷河期世代・シニア世代等を対象としたミニ会社説明会を開催します。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    職業相談時、個別の課題を抱えている求職者を把握する機会が多いため、求職者担当者制を中心に就職支援して行くほか、必要に 

   応じて関係機関へ誘導するなど、就職活動の阻害要因の緩和を図り、その後の就職支援につなげて行きます。 

 

    ジョブカフェや若者サポートステーション等と連携し、潜在求職者の登録を進めて行きます。 

 

    ミニ面接会、各種セミナー等、利用者のニーズにあわせて実施して行きます。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついたフリ

ーターの件数 

 

実績 １,７１６ １,６７２ ５１２ １０５.２％ ８０ ３,３２３ ７３６ １８５  

目標 １,９２３ １,８１２ ４２５ １０４.０％ ８７ ３,３６０ ８０２ ２４５  

目標達成率 ８９％ ９２％ １２０％ １０１％ ９１％ ９８％ ９１％ ７５％  

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

標準的な成果 
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ハローワーク一関 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     主要指標である「就職件数」「充足件数」「雇用保険受給者の早期再就職件数」のほか、高齢化比率が年々高まり続けていること 

    を踏まえて「生涯現役支援窓口における６５歳以上の就職件数」の目標達成を最重要と考え、所独自の就職支援セミナー、企業ミ 

    ニ面接会・面談会等の開催と、求職者担当者による能動的マッチングの積極的な実施について重点的に取り組みました。 

 

     所独自の就職支援セミナー、企業ミニ面接会・面談会は、新型コロナウイルス感染症の影響により、７月下旬から感染防止策を 

    徹底した上で実施し、求職者の就職意欲を喚起して求人者・求職者ニーズに応えることができました。 

     所独自の就職支援セミナーは全５コースで計２６回開催、参加者２７９名。 

     企業ミニ説明会・面談会は計９回開催、参加者２９名、就職９名。 

 

     また、複数の企業の参加を募って就職面談会や事業所見学会を開催予定でしたが、いずれも新型コロナウイルス感染症拡大の影 

    響で中止せざるを得ない状況が続いたことから、求職者担当者制の一人あたりの担当者数を増やして来所勧奨型個別支援の一層の 

    強化を図りました。 

     支援対象者数６３６名、就職者数５５２名、就職率８６．８％といずれも前年度を上回ることができました。 

 

     結果、雇用保険受給者の早期再就職件数は、令和元年１０月台風１９号の激甚指定に伴う給付制限期間の短縮特例措置による早 

    期再就職意欲の停滞等が影響して目標達成率７７．５％と目標達成には至りませんでしたが、就職件数、充足件数、生涯現役支援 

    窓口での６５歳以上の就職件数は、いずれも目標を達成することができました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     職員の資質向上に向けた取組として、職員・相談員研修を年５回、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金研修、ト 

    ライアル雇用助成金研修、求人受理に関する研修、相談員への総合評価ＰＤＣＡ研修、ハラスメント研修を題材として実施し、専 

    門知識の共有と向上を図りました。 
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     また、職業相談業務に求められる知識やカウンセリング技法等の専門制を高めるため、労働局主催のキャリアコンサルティング 

    研修へ１名の職員を送り出しました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    雇用保険受給者への働きかけとして、早期再就職と相談窓口の利用促進のため、所独自作成の「求職活動の進め方」を雇用保険資 

   格決定時に配付しました。 

    初回認定日の職業相談時には所独自作成の「再就職手当額のプラン表」を作成・交付し、早期再就職の喚起を行い、積極的な窓口 

   相談への誘導を図りました。 

 

    所独自セミナー「雇用保険受給者向けスタートアップセミナー」は雇用保険受給者全員を対象としていましたが、１０月から早期 

   再就職促進のため、雇用保険受給手続き後２か月以内の求職者に対象を絞って取り組みました。 

    また、セミナー受講後のアンケートをもとに早期再就職を希望している求職者を積極的に求職者担当者制へ誘導して個別支援を行 

   い、早期再就職の促進を図りました。 

 

    管内事業所の求人者マイページの開設率は低調で２０％ほどの開設率に留まっている状況にあり、令和３年９月からは求職者マイ 

   ページからのオンラインハローワーク紹介が可能となる予定であったため、オンライン紹介の増加を見据えた制度周知に取り組みま 

   した。 

    また、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により事業所訪問や求人者の窓口来所数も低調で、周知の機会が少なかった 

   ことから、障害者雇用に関するアンケートを１８４事業所へ依頼する際に、マイページ開設推進の文書を同封して利用勧奨を図りま 

   した。 

 

    新規高等学校卒業予定者に地元企業の魅力を知ってもらい、管内就職率の向上を目的として例年実施している新規高卒者の採用を 

   検討している企業と高校３年生による「高卒求人・求職情報交換会」は、新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、生徒の参 

   加は見合わせて進路指導担当教諭に限定し、２部構成として参加企業を入れ替える形で実施しました。 

    さらに、就職希望生徒への詳細な情報提供のため、求人提出事業所に対して企業ＰＲシートの提出と、就職希望生徒がオンライン 

   で直接質問できるメールフォームの設置を依頼しました。 

    ３８社の協力により情報提供を行い、コロナ禍におけるマッチングを推進、改善を図りました。 

    結果、管内就職率は４７．４％と前年を上回ることができました。 
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（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    高年齢者層に対する積極的な就職支援として、引き続き「６０歳以上応募歓迎求人」確保のための求人開拓に加え、コロナ禍で令 

   和２年度に実施できなかったシニア層を対象とする「シニア世代のスキルアップセミナー」を新規事業として開催し、高年齢層への 

   より一層の支援強化を図ります。 

 

    新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年度は従前からの「事業所見学会」を実施できなかったことから、令和３年度 

   は感染拡大の状況を見ながら感染予防対策を徹底し、事業所の協力を得ながら再開につなげ、仕事・職業の理解に関する支援を図り 

   たいと考えています。 

    また、同様にシニア層や子育て世代を対象とした面談会等のイベントも実施し、求職・求人のさらなるマッチングを図りたいと考 

   えています。 

 

    新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされる方、休業やシフト減による労働時間の減少で収入が減少する方など 

   今後厳しさが増して行くことが予想されます。 

    求職者支援制度の特例措置が創設され、対象要件が緩和されたところでもあることから、職業能力の向上を図るため、より一層の 

   職業訓練活用の周知を行い、訓練終了後の早期再就職支援を図って行きます。 

 

    令和３年９月からハローワークシステム刷新の追加機能として、求職者マイページからのオンラインハローワーク紹介やオンライ 

   ン自主応募が可能となることを踏まえ、さらなる求職者・求人者マイページの推進を図るとともに感染防止策を徹底しながら、積極 

   的な事業所訪問を行い、求人票以上の事業所情報の収集・蓄積を図り、提供して行きます。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    令和２年度の新規求職者数（常用）は対前年比で１１．５％減少し、その影響から相談件数（対前年比４．４％）、紹介件数（対 

   前年比２１．０％）、就職件数（対前年比１１．１％）もそれぞれ減少しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する 

   る場合は離職者（求職者）が増加し、雇用環境が悪化することが懸念されるため、求職者・求人者の動向を注視しながら当所の各種 

   サービスの周知・提供に努めるとともに、就職支援セミナー、事業所見学会、面接会等は求職者・求人者の各々のニーズを踏まえ、 

   感染予防対策を講じた上で積極的に実施するなど、相談件数・紹介件数の底上げを図って各指標のさらなる向上を目指します。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数 

生涯現役支援窓口

での６５歳以上の就

職件数 

 

実績 ２，５１１ ２，２８０ ４５７ １１０．５％ ９３ ４，７００ １，０５３ ８６  

目標 ２，５０２ ２，１８８ ５９０ １２３．７％ １１２ ４，１５３ ９９３ ４７  

目標達成率 １００％ １０４％ ７７％ ８９％ ８３％ １１３％ １０６％ １８２％  

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

良好な結果 
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ハローワーク水沢 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     令和２年度の職業相談窓口の状況は、新型コロナウイルス感染を警戒し、落ち着くまで様子見とする求職者や、応募したい求人 

    が減少しているため、希望条件の求人が出てくるのを待ちたいとする求職者も多い一方で、世帯収入の減少や経済活動の先行きが 

    不透明なため、早期の就職を希望する求職者との二極化が見られました。 

     このため、雇用保険受給者の早期再就職支援を重要課題と位置付けました。 

     雇用保険の受給手続者リストをもとに、支援の必要性の高い受給者に個別支援の案内とあわせたマッチング求人の送付に取り組 

    み、労働市場の統計や再就職手当資料を用いて早期就職のメリットをあらゆる機会に伝えるなど、早い段階からの支援を積極的に 

    実施しました。 

 

     コロナ禍により求人数が大幅に減少し、選択肢も減っている中で、窓口利用の停滞と求職活動の長期化が懸念されたため、広く 

    様々な業種・職種に目を向けてもらうことを目的に、求人者と求職者が直接情報交換できる機会の確保に重点的に取り組みました。 

     「求人説明会」「就職ミニ面談会」は、感染防止対策を講じた上で７月以降順次再開し、介護・建設・警備等の人材不足分野に加 

    え、求職者の関心が高いと思われる自動車・半導体製造関連、新規オープンの事業所等、タイムリーな事業所選定と多様な業種・ 

    職種の開催を意識的に行いました。 

 

     高年齢求職者の就職支援のため、令和２年度から「生涯現役支援窓口」を設置（県内３か所目）し、職員・職業相談員・求人者 

    支援員を構成員とする「チーム制支援」を実施しました。 

     ６０歳以上応募歓迎求人の確保に取り組み、６月からは「シニア歓迎求人一覧表」を月２回定期発行しているほか、シニア向け 

    面談会の開催や事業所訪問等による個別求人開拓等を行い、就労意欲の高い高年齢求職者を積極的にアピールして就職につなげま 

    した。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     利用者からの多様な相談に対応するため、外部講師（労働基準監督官）を招いて「労働基準法研修」を実施したほか、当所職員 
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    による「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金研修」「助成金研修」、実際にあった事例をもとにした「接遇研修」、 

    外部セミナー受講職員による伝達研修として「労働契約等研修会」を行いました。 

 

     また、労働局主催の「キャリアコンサルティング研修」に２名の職員を送り出し、さらなる相談技能向上に努めました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    雇用保険受給者の早期再就職を促進するため、受給手続きして間もない求職者を対象に、就職活動の進め方や労働市場の状況、早 

   期再就職のメリットを伝える「スタートアップセミナー」を新たに始め、所独自の「就活ポイントセミナー」の充実を図りました。 

    なお、セミナーは参加定員の縮小、飛沫防止アクリル板の設置、検温の実施等、感染防止対策を講じた上で行っています。 

 

    当所の業務課題として、①就職氷河期世代の正社員就職促進、②工場閉鎖離職者の早期再就職支援、③生涯現役支援窓口利用者の 

   就職支援の３点を掲げました。 

    課題の対応にあたっては、職業紹介部門と求人部門による一体的な取組がより効果的であることから、両部門のメンバーを構成員 

   とした「チーム制支援」を令和３年１月から導入しました。 

    具体的には、①就職氷河期支援チームは就職氷河期世代を意識した「事業所訪問による求人開拓」「就職氷河期世代歓迎求人掲示コ 

   ーナー」設置と助成金活用の働きかけを行い、３月には「正社員お仕事相談会」を開催しました。 

    ②工場閉鎖離職者支援チームは離職者のニーズを一人ひとり丁寧に聞き取り、「早期支援コーナー」の利用勧奨、「職場見学」の調 

   整、不安を共有し気付きを促すための「就活交流会」を２月に開催するなど、求職者に寄り添いながら支援しました。 

    ③生涯現役支援チームは「５５歳以上限定就職面談会」開催や「職務経歴書の簡易フォーマット」の作成、見学した事業所の様子 

   を写真撮影し「ハローワークが行ってきました！」として所内掲示し、幅広い年代層の方が事業所や求人内容の理解を深められるよ 

   うに取り組みました。 

 

    各チームが競うようにアイデアを出し合ったことにより、創意工夫を凝らした支援に意欲的に取り組むことができました。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    本格的な人口減少時代を迎え、労働力確保という求人者ニーズと働きやすい環境を希望する求職者ニーズとの両方に応えるため、 

   特に、「正社員求人」「就職氷河期世代歓迎求人」「仕事と子育て両立サポート求人」「６０歳以上応募歓迎求人」の確保に取り組むと 

   ともに、職業訓練の有効活用を図ります。 
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    ハローワークシステム刷新により機能強化した「ハローワークインターネットサービス」の利用促進と、コロナ禍における新しい 

   生活様式を踏まえ、ハローワーク内の混雑を回避するため、求職者・求人者それぞれに「マイページ」の開設と活用促進を図ります。 

 

    当所の業務課題解決に向けた「チーム制支援」を継続し、チームでの議論を踏まえた課題解決の取組を進めるとともに、チームリ 

   ーダーによる情報交換も行い、より付加価値の高い支援内容の提供を目指します。 

 

    わかりやすく応募しやすい魅力ある求人票作成を目指し、積極的に求人要件の緩和指導を実施し、あわせて求人事業所の画像登録 

   を促すとともに、職員の事業所訪問による事業所情報収集に取り組みマッチングの精度向上を目指します。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    １２月に工場閉鎖による５１名の離職者が発生したため、管内自治体や関係機関との連携により１１月から支援を開始しました。 

    関係機関との連携による「雇用保険や国民健康保険等制度説明会」や１９社の参加による「企業説明会」「就活ポイントセミナー」 

   を異例ではありましたが離職前に実施したことで、３月末までの就職内定率は８４．３％と早期再就職につなげることができました。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数 

生涯現役支援窓口

での６５歳以上の就

職件数 

 

実績 ２，０６７ ２，０３８ ６７２ ９６．９％ ９４ ４，３１７ １，０１４ ５２  

目標 ２，３１１ ２，２８０ ６４５ １０１．６％ １０６ ５，７１０ １，０３０ ４１  

目標達成率 ８９％ ８９％ １０４％ ９５％ ８８％ ７５％ ９８％ １２６％  

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

良好な成果 
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ハローワーク北上 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

   ○ 人手不足解消に向けた就職相談会の開催 

      北上市雇用対策協定に基づく事業のうち「人手不足企業に対する支援」を重点項目として北上市と連携を図り、就職相談会等 

     をはじめとしたマッチング機会の確保に取り組みました。 

      主なものとして「北上地域合同就職相談会」を４回、「企業ミニ説明会」を５回開催しました。 

      企業ミニ説明会では、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、集合形式での企業説明会ではなく、個別説明形式（６人 

     ×各２０分）で実施したところ、参加者からは「お互いをよく理解することができた」等の意見があり、求人者及び求職者から 

     好評を得ています。 

 

   ○ 女性活躍の促進に向けた取組 

      女性の活躍促進を図るため、子育て中の求職者に対してマザーズコーナーによる出張相談を２回開催しました。 

      出張相談には１６名の求職者が参加し、マザーズコーナーの存在をはじめて知る相談者もいて、ハローワークの利用促進につ 

     ながりました。 

 

   〇 ハロトレ説明会 

      職業訓練の受講に関する説明会を各公的職業訓練の募集時期にあわせて定期的に開催し、年間２４回１３６名が参加しました。 

 

   ○ 高校生の職業意識啓発の推進 

      就職活動を始める前に地域企業を知り、職業選択の幅を広げることを目的に、３月初旬に開催した「高校２年生を対象とした 

     北上地域企業情報ガイダンス」は、新型コロナウイルス感染予防のため、例年より規模を縮小（企業１８社、生徒１４５名）し 

     て開催しました。 

      また、花巻から一関までの県南４安定所でガイダンス情報等を共有し、各高等学校へ提供しました。 
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  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     当所では、新型コロナウイルス感染症関連助成金等の相談に対応するため、「雇用調整助成金」「学校休業等助成金」「新型コロ 

    ナウイルス感染症対応休業支援金」について計４回の研修を実施しました。 

     また、より一層の職業相談技法の向上を図ることを目的として、労働局主催のキャリアコンサルティング研修へ１名の職員を送 

    り出しました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

  ○ 給付制限者の予約相談 

     きめ細やかな職業相談と新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る三密回避を目的に、雇用保険受給者のうち自己都合で退職し 

    た方の相談を、午前中から午後の予約相談に変更しました。 

     その結果、職業相談に十分な時間を確保することができ、求職者との関係構築が図りやすく、提案型の再就職支援策の展開が容 

    易になりました。 

     また、午前中の失業認定の際の混雑緩和にもつながっています。 

 

  ○ 就職意欲のさらなる喚起に向けた再就職プランシートの見直し 

     「再就職プランシート」（当所独自様式：給付制限期間における求職活動日を記入したシート）に、就活力アップセミナーや就職 

    面談会の開催日を表示し、参加の都度、確認印を押印する形式にしたことにより、相談窓口での就職支援イベントへの参加勧奨が 

    容易になりました。 

     また、就活力アップセミナー等の開催日程が一目でわかるようになったため、求職者自身が求職活動計画を立てやすくなり、就 

    職意欲の喚起につながっています。 

 

  ○ 「就活力アップセミナー」（当所独自セミナー）のさらなる充実 

     求職者の要望を踏まえ、セミナーのカリキュラムに「応募書類の作成支援（応用編）」と「求人票の見方」を新たに追加して２４ 

    回開催、年間３３７名が参加しました。 

 

  ○ 求人充足のための積極的なマッチング対策 

     求人者支援員が単独で実施していた求人担当者制を、求人・専門援助部門の他の職員とのチーム編成として取り組んだ結果、新 

    たなアイデアや取組の工夫が増え、未充足求人のフォローアップのための積極的な求人条件緩和指導や、産業雇用安定センターと 
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    連携したミニ求人説明会の開催につながっています。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

  ○ 求人充足会議の充実 

     求人充足会議の実施にあたり、求職者の態様に応じた支援チームを職業紹介部門と求人・専門援助部門の職員で構成（例：生保 

    担当＋障害者担当、若年者担当＋学卒担当）することにより、求職者及び求人者ニーズに応じた支援策（求人条件緩和指導、個別 

    求人開拓、就職面談会、事業所の実情等を踏まえたマッチング等）を迅速に実施し、効果的なマッチングを図ることとします。 

 

  ○ オンラインによる職業相談の試行実施 

     職業相談に来所することがむずかしい子育て中・介護中の求職者や公的職業訓練生等を対象に、オンライン職業相談を試行的に 

    実施するほか、少人数によるオンライン面接指導を企画するなど、来所が難しい求職者等への就職支援を拡大します。 

 

  ○ グループワーク等集団的指導の向上的推進 

     求人・求職双方から好評をいただいている求職者の状態に応じたグループワークの質の向上を図り、就職相談会等と組み合わせ 

    ることにより、求人・求職のミスマッチを解消し、効果的なマッチングを推進します。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

  ○ 北上市と岩手労働局との雇用対策協定による連携 

     県内で唯一、北上市と岩手労働局は雇用対策協定を締結し、連携して雇用対策に取り組んでいます。 

     特に、高校生をはじめとする若年労働力の確保について重点的に取り組んでおり、令和２年度の高卒者の県内就職率は７３．４ 

    ％と４年連続で７割を超えています。 

 

  ○ 新型コロナウイルス感染症による雇用情勢への影響 

     新型コロナウイルス感染防止のため、各種支援イベントを中止しなければならず、事業所訪問や来所勧奨型紹介（求職者に適合 

    する求人を提案し、来所勧奨を行った上で紹介する方法）等についても控えざるを得ない状況が続くなど、積極的な就職支援策を 

    講じることができなかったことが影響し、令和２年度の総合評価に係る業務指数は目標を下回る項目が半数以上を占めることとな 

    りました。 

     令和３年度においても新型コロナウイルス感染症の防止に留意するとともに、地域経済活動への影響を注視しながら、評価項目 
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    の目標達成に向け取り組みます。 

 

 

 

２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数 

マザーズハローワ

ーク事業における

担当者制による就

職支援を受けた重

点支援対象者の就

職率 

 

実績 １，７６０ １，６９９ ５４７ １０７．１％ １１０ ３，７８２ ７３０ １００％  

目標 ２，０１０ ２，０７４ ４９６ １０７．０％ ９８ ４，３９６ ８８３ ９３％  

目標達成率 ８７％ ８１％ １１０％ １００％ １１２％ ８６％ ８２％ １０６％  

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

良好な成果 
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ハローワーク大船渡 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     当所では、正社員求人確保を重点的に取り組みました。 

     令和２年度の前半は新型コロナウイルス感染症の影響で事業所訪問が制限される中、おもに企業への電話等により正社員求人の 

    確保に努めました。 

     新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の増加も想定し、コロナ禍でも比較的仕事量が落ち着いている産業（介護事業等） 

    を中心に、企業への求人確保要請を行いました。 

     正社員求人の確保に努めただけでなく、管内自治体、商工会議所等関係機関と協力の上、例年より規模を縮小する等コロナ感染 

    防止対策を講じながら、夏と冬に就職フェア（合同面接会）を例年どおり実施し、企業の人材確保と求職者の就職促進の場を設け 

    ることができました。 

 

 ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

    業務上必要な情報セキュリティ対策を徹底するための研修を行いました。 

    また、朝ミーティングや職員会議の際に職業相談に係る意見交換・情報共有を行いました。 

    各種労働法の知識も必要なことから、労働基準行政との会議・研修を行いました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

  ○ 新規高等学校卒業者のミスマッチ解消のための管内事業所紹介ＤＶＤの配布 

     令和２年度は新型コロナウイルスの影響により、例年７月に行っていた管内事業所と管内高校生との面談会を中止せざるを得ま 

    せんでしたが、高校生の就職ミスマッチ解消のため、大船渡商工会議所等の関係機関の協力により管内事業所の紹介ＤＶＤを作成 

    しました。 

     毎年、新規高等学校卒業者対象の求人を申し込んでいただいている１３事業所（１事業所あたり７分程度）を収録し、管内各高 

    等学校へ配布しました。 

     今回配布したＤＶＤは、所内の待合室でも常時上映し、一般求職者や失業認定のために来所した雇用保険受給者にも管内事業所 
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    をＰＲし、就職活動の参考として役立てています。 

 

  ○ チーム支援による雇用保険受給者の早期再就職件数増加への取組 

     当所では、主要指標の中で雇用保険受給者の早期再就職件数が少ないことから、令和２年１２月よりチーム支援により早期再就 

    職件数の増加に取り組んでいます。 

     ３人１チームの４チームで、雇用保険受給者を対象としたリストを作成し、チーム全員が進捗状況を把握できるようにしていま 

    す。 

     支援内容の主なものは次の３点です。 

     １点目は、雇用保険説明会で紹介部門窓口担当者が早期再就職手当のチラシ（所独自で作成）を活用して早期再就職のメリット 

    について説明していることです。 

     ２点目は、所独自に開催している３種類のセミナー（自己分析、面接のこころがまえ、応募書類の書き方）への参加を促してい 

    ることです。 

     ３点目は、個別相談で事前に準備した適格求人を提供していることです。 

     なお、今年度はさらにもう１種類のセミナー（求人票活用術）の追加を予定しています。 

     チーム支援を実施する中で、課題に応じて柔軟に運用を見直し、効果を見ながら継続して実施して行く予定です。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

  ○ 事業所の求人説明会及び見学会の実施 

     令和２年度はコロナ感染防止のため、管内事業所の求人説明会及び見学会がほとんど開催できなかったことから、令和３年度は 

    実施に向けて事業所に積極的に働きかけて行きたいと考えています。 

     特に管内の中心産業であり、人手不足が顕著である水産加工業や介護事業を中心に、コロナ感染対策を講じながら求人説明会及 

    び見学会を実施したいと考えています。 

     多くの求職者に参加していただくため、地元新聞社や各自治体等の関係機関との連携を図り、ＰＲに努めます。 

 

  ○ 求人確保に向けての取組 

     令和２年度の有効求人数は、前年度と比較して２～３割減少、正社員以外の求人減少が顕著でした。 

     正社員求人数は３月末に目標を上回り、正社員求人確保の取組の成果が反映されたものと考えています。 

     令和２年度の有効求職者数は、令和元年度と比較して若干減少したものの、ほぼ同様の状況が続きました。 
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     これにより、令和２年度の求人倍率は１．１倍前後で推移し、前年度の１．５倍前後と比較して大幅に低下しました。 

     令和３年度は積極的な事業所訪問等による求人の確保のみならず、求人数全体を上げるよう取り組んで行きます。 

 

  ○ 陸前高田市ふるさとハローワークの利用勧奨に向けての取組 

     陸前高田市ふるさとハローワークは東日本大震災以降、仮庁舎内で運営しておりましたが、令和元年７月２２日に陸前高田市高 

    田町移転しました。 

     移転から２年余ですが、利用者数及び就職者数が低迷しています。 

     令和２年度の陸前高田市ふるさとハローワークの年間就職者数は、令和元年度比べて１割以上の落ち込みとなりました。 

     このため、陸前高田市の広報に紹介記事を掲載していただいたり、当所において案内チラシを見直したり、雇用保険説明会や各 

    種セミナーの機会に宣伝するなど、利用勧奨を行っています。 

     移転後の場所がわかり難いという求職者からの声もあり、道路に案内板を設置していただくよう陸前高田市に依頼しています。 

     引き続き、陸前高田市と連携を図りながら、ＰＲに努めます。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    当所管内は東日本大震災以降、大幅な人口の減少、少子高齢化の進展等の地域課題を抱えています。 

    多くの自治体が抱える課題ですが、特にも被災地である気仙地域は他の地域に比べてその進展速度が速く、経済や雇用に与える影 

   響が顕著です。 

 

    新規高等学校卒業者に期待する管内企業は多く、将来を担う中核的な人材として期待されています。 

    若い方が少しでも地域に残り、地域産業の担い手となり、地域のより一層の復興と前進のため、自治体や事業主団体、学校関係者 

   等が連携し、若年者、とりわけ新規高等学校卒業者の地元就職とその定着に取り組んできました。 

 

    これまでの主な取組としては「ジョブカフェ気仙」と連携した春と秋の事業所訪問による定着支援や、高卒求人の中でも特に賃金 

   及び休日等の改善に向けて、事業所訪問の上で働き方改革の推進について指導してきました。 

 

    また、気仙地域への就職割合の向上に向けて、関係機関の協力の下、地元企業を知ってもらうための情報交換会、生徒と地元企業 

   との面談会、ジョブカフェ気仙との連携による社会人マナー向上研修、就職スキル向上研修等、学校に対する各種支援を行った結果、 

   令和３年３月末時点で、気仙地域への就職割合は５７．９％と過去２番目に高い数字となりました。 
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    令和２年度はコロナ感染防止のため、事業の一部を中止せざるを得ませんでしたが、その代替策として管内の主な事業所の紹介Ｄ 

   ＶＤを作成し、管内各高等学校に配布する等、工夫して事業を実施しました。 

    令和３年度も、コロナの感染状況を見ながら、状況に応じた事業展開を図って行きます。 

 

 

 

２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結びついた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数   

実績 １，３１３ １，２７３ ２７９ １１０．０ ４６ ２，６６２ ５１０   

目標 １，３７７ １，３０１ ３１７ １２０．５ ５８ ２，５９３ ５１０   

目標達成率 ９５％ ９７％ ８８％ ９１％ ７９％ １０２％ １００％   

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 

標準的な成果 
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ハローワーク二戸 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     当所では、特に「就職件数」と「充足数」について重点的に取り組みました。 

     「就職件数」については「求職者担当者制」を積極的に展開することをポイントに、求人担当職員も含めた機動的な部門体制に 

    よる運用の実施を図りました。 

     具体的には、雇用保険受給者のうち緊要度の高い者、給付制限期間中の者、職業訓練受講修了者に対して、求職担当者制による 

    支援をよりきめ細かく実施したことで支援の対象は２２９人となり、そのうち１２０人が就職に結びついた結果、目標の５５．５ 

    ％には届きませんでしたが、就職率は５２．４％となりました。 

 

     新型コロナウイルス感染症の影響により初回講習会・ミニ面談会・就職支援セミナーの中止を余儀なくされるなど、計画してい 

    た取組が十分に実施できない状況の中で、減少する求職者対策として無効求職者に対する再登録案内の発送、鶏のしごと求人情報、 

    正社員求人情報、ナビゲーター通信等の各種情報の提供を続け、１２月からは二戸地域雇用創造協議会との連携によるミニ面談会 

    の再開、ＷＥＢ面接会等に取り組んだ結果、就職件数は９５８件、目標達成率は９３％となりました。 

 

     「充足数」については、求人充足会議による求職者への情報提供、認定日における職業相談時の選定求人の配布等、マッチング 

    に取り組んだ結果、充足件数は９６９件、目標達成率は１０５．２％となりました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     新型コロナウイルス感染症の影響により雇用調整助成金に関する相談案件が増加したことから、すべての職員が当該助成金に関 

    する一定の相談ができるようになることを目指し、雇用調整助成金に関する所内研修を実施しました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    ハローワークシステム刷新後、求人検索機の操作が分かりづらい等の意見が中高年求職者を中心に多く寄せられたことから「求人 

   検索機を初めて操作する方へ」と題した簡便・明快な操作マニュアルを作成し、受付で配布しました。 
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    求職者マイページの開設が低調なことから「求職者マイページを開設してみませんか！」と題した簡便・明快なリーフレットを作 

   成し、求職登録の際に配付しました。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    ２０１８（平成３０）年４月の当所の管内人口５２，９６７人（県推計）は、２０４５年までに２８，６２８人（国立社会保障・ 

   人口問題研究所推計）４６％減少するといった予測がされる中、令和２年度の新規及び有効の求職登録者は最小を更新する等、求職 

   者の減少に歯止めがかからない状況が続いています。 

 

    こうした状況の中、令和３年度も職員・相談員が一丸となり、利用者の目線で「満足していただけるサービス」を提供することで 

   ハローワークの利用を促進していくことが重要であり、一人でも多くの就職と、一件でも多くの充足に結びつける努力を継続して行 

   かなければならないと考えています。 

 

    昨年に引き続き新型コロナウイルス感染防止を最大限に配慮しながら、二戸地域雇用開発協会・県・市町村と協議・連携を図り、 

   管内労働市場の実情に即した業務改善に努めて行きたいと考えています。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    近年、新規求職者数の減少・新規求人数の増加傾向で推移していましたが、令和２年度においては令和元年度の地方公務員法等の 

   改正に係る公募求人が大幅に増加したことによる反動減及び新型コロナウイルス感染症の影響から、月間有効求人数は前年度に比べ 

   て１９．０％減少しました。 

    月間有効求職者数は前年度に比べて９．５％減少しました。 

    月間有効求人倍率は１．１１倍と前年１．２０倍を下回る状況の中、小規模所の長所を活かしたきめ細やかな対応や求職者担当者 

   制の着実な実施、無効求職者に対する再登録案内の発送、各種求人情報の提供、求人充足会議によるマッチングの促進、ＷＥＢ面接 

   会等、コロナ禍においても出来得る業務の推進を図りました。 

 

    令和３年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響を注視しつつ、求職者担当者制をより効果的に実施しながらチーム制に 

   よる就職支援セミナー、ミニ面談会の定期的な開催、二戸地域雇用開発協会と連携した求人相談会や面接会等、直接・間接に紹介・ 

   就職に結びつく事業を実施して行きたいと考えています。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結び付いた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数   

実績 ９５８ ９６９ ２２２ ９５．５％ ３１ １，８００ ３９６   

目標 １，０２２ ９２１ ２４１ ９７．４％ ４０ １，５６１ ３８２   

目標達成率 ９３％ １０５％ ９２％ ９８％ ７７％ １１５％ １０３％   

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

良好な結果 
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ハローワーク久慈 就職支援業務報告（令和２年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

  ① 各指標に対する取組 

     主要指標である就職件数、充足件数、雇用保険受給者の早期再就職件数を最重要と考えて、特に重点的に進めることとしました。 

 

     主要指標に関しては、「求人説明会」「ミニ面接会」を積極的に開催しました。 

     令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業所を訪問する「事業所見学会」、多くの方々が集まる「合同求人説 

    明会」の開催を見合わせました。 

     その替わりとして、当所会議室において「求人説明会」を開催し、希望に応じて引き続き「ミニ面接会」を開催しました。 

     ７月から３月までに４６回開催し、延べ５６事業所、延べ２４３人の求職者が参加しました。 

     うち３６人が当該事業所に就職し、求人者・求職者双方のニーズに応えることができました。 

 

     岩手県福祉人材センターの巡回相談「介護・福祉のしごと相談会」が当所において月１回開催されていますが、介護関係事業所 

    の求人説明会を同日に開催して同相談会をＰＲし、求人説明会に続く同相談会の利用を促し、職場見学や体験の申し込み、その後 

    の紹介、就職へと結びつけることができました。 

     この取組で６人が当該介護事業所へ就職しました。 

 

     雇用保険部門と職業紹介部門が連携して、雇用保険受給者を対象として開催している所独自の「めざせ早期再就職！セミナー」 

    は感染拡大防止の観点から８月まで開催を見合わせましたが、早期再就職を促進するために９月から再開、雇用保険説明会におい 

    て積極的な参加を呼びかけ、計３４回開催しました。 

     感染拡大防止のため、１回の参加人数を限定する必要がありましたが、開催回数を増やしたことで、参加者は２３１人となり、 

    目標（１９０人）を上回りました。 

     参加者のうち、雇用保険支給残日数を３分の２以上残して早期再就職した求職者が５２人となりました。 

     また、参加者のうち早期再就職を目指して求職者担当者制に移行した求職者が３５人で、うち１１人が雇用保険支給残日数を３ 

    分の２以上残して早期再就職しました。 
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     最終的には２１４件と目標（３１０件）には届きませんでしたが、雇用保険受給者の早期再就職に一定の効果がありました。 

 

     所重点指標であるハローワークの職業紹介により、正社員に結びついた就職氷河期世代（３５～５４歳）の不安定就労者・無職 

    者の件数については、窓口において随時対象者であるか確認を行い、正規雇用のメリットを説明するとともに、定期的に求職票を 

    確認してコード番号の入力漏れがないように徹底しました。 

     また、特開金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）を活用しての応募について、同コースのチラシを筆記台のほか、所内に掲 

    示して周知するとともに、雇用保険説明会では全員に配付して周知しましたが、３４件と目標（４８件）には届きませんでした。 

 

     所重点指標である正社員求人の受理については、正社員求人のメリット等を周知し、良質求人の確保に努めました。 

     求人要件緩和指導については、所独自リーフレット「魅力ある求人票になるように提案します」を活用しながら、正社員求人の 

    メリット等を説明し、正社員求人転換への必要な助言を行いました。 

     その結果、目標１，８９４人を上回る２，０７９人分の正社員求人を受理することができました。 

 

     所重点指標である正社員就職件数については、求職者に正社員就職のメリットを説明するとともに、前述の求人説明会・ミニ面 

    接会は正社員求人を公開している事業所を対象として開催しました。 

     求職者に積極的な参加を呼びかけ、延べ２４３人が参加し、３６人が就職しました。 

     その結果、目標４４６件に対して実績５４６件と目標を大きく上回ることができました。 

 

  ② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

     新たに創設された「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」について、全職員・相談員が制度の概要を把握できる 

    ように研修を行いました。 

     個人情報の管理や情報の重要性に関して徹底を図るため、情報セキュリティ研修を行いました。 

     感染防止対策として前年度とは開催時間や内容を変更した「めざせ早期再就職！セミナー」の講師を担当する職員・相談員の研 

    修を行いました。 

 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

    雇用保険受給者対象の「めざせ早期再就職！セミナー」の参加者アンケートにより、早期再就職希望者の中から求職者担当者制の 

   希望者を把握し、セミナー講師が担当しました。 
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    その結果、参加者２３１人中３５人が求職者担当者制に移行し、うち１１人の早期再就職につながりました。 

 

    週間求人情報と筆記台が受付からの動線上わかりにくかったため、天井に「求人情報一覧」の看板を設置して配架場所の確認を容 

   易にし、筆記台を受付のそばに移動しました。 

 

    求職者の高齢化が進んでおり、マウスやキーボードの操作に慣れていない方が少なくないことや、システム刷新により求人検索機 

   が利用しづらくなったという声が聞かれたことから、１１月から通常の週間求人情報とは別に、求職者のニーズや人手不足分野に応 

   じた５種類（６０歳以上歓迎求人、土木・建設関係求人、看護・介護関係求人、就業場所が洋野町及び野田村・普代村の求人）の求 

   人情報を月２回作成して求職者に提供しました。 

    求人検索機の操作に苦手意識のある高齢求職者を中心に一定の需要があり、また、これらの求人情報を入口として窓口相談につな 

   がるケースもありました。 

 

    各求人検索機に求人説明会や職業訓練等のリーフレットを配架するとともに、パンフレットや所内掲示物にも注目してもらえるよ 

   うに見直しを図りました。 

    また、求人検索機に「端末の操作方法がわからない方は受付にお声がけください。」と掲示して操作方法を説明しました。 

 

    合併した自治体の旧町村地域での就職を希望する求職者からの問い合わせがあることから、旧町村の所独自コードを設定し、要望 

   に応じた求人を容易に提供できるようにしました。 

 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

    当所の求職者のほぼ半数が女性であり、子育てと両立させながら働くことを希望する方も多いため、所内に常設の「仕事と子育て 

   が両立しやすい求人コーナー」に、子育てなどで就労に時間的制約がある求職者に対して配慮のある求人情報を貼り出すとともに、 

   求職者へ情報提供を行い、マッチングの強化を図ります。 

    また、子育て中の求職者を対象として、求職活動の不安や阻害要因を解消することで再就職へつなげるためのセミナーの開催を検 

   討しています。 

 

    雇用保険受給者対象の「めざせ早期再就職！セミナー」は、感染防止対策として時間を短縮して説明内容も減らしたこともあり、 

   雇用保険受給者の早期再就職は目標を達成できませんでした。 
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    令和３年度は早期再就職に資するように内容の見直しを検討しています。 

 

    当所会議室で開催している求人説明会・ミニ面接会に加えて、実際の仕事内容を見ることができる事業所見学会や複数の事業所の 

   説明を聞くことができる合同求人説明会もメリットがあるため、これらのイベントについて感染対策をとりながら開催する予定です。 

 

    介護職を希望する求職者が少なく介護分野の人手不足が課題であるため、介護に対する正しい理解を深めて就職先の選択肢の一つ 

   として考える機会としていただくための対策として「介護のしごと説明会」を試行的に開催し、久慈地域の介護施設の種類、働き方 

   や待遇等、介護職について全般的な説明を行い、希望に応じて引き続き「介護・福祉のしごと相談会」で個別の相談ができるように 

   しました。 

    定員の１２人が参加し、介護のしごとについて理解を深めたほか、２人の新規求職申込者の登録にもつながったため、令和３年度 

   は複数回の開催を検討しています。 

 

    新型コロナウイルス感染症の影響により高校３年生を対象とした「求人説明会」や、高校２年生を対象とした「事業所見学会」を 

   開催できませんでした。 

    令和３年３月卒業の管内就職者数は５３人と前年度（６５人）に比べて少なくなったため、令和３年度は感染対策をとりながら地 

   方自治体と連携して開催する予定です。 

 

（４）その他業務運営についての分析等 

    当地域でも少子高齢化が進んでおり、求職者の中高年齢比率は年々高まり、令和２年度平均で５４．４％と５割を超えています。 

    年齢制限を設けない求人とするよう事業所へ積極的に働きかけるなどし、マッチングを強化していきたいと考えています。 
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２ 総合評価（※） 
※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価。 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 

ハローワークの職

業紹介により、正社

員に結び付いた就

職氷河期世代の不

安定就労者・無業

者の件数 

正社員求人数 正社員就職件数   

実績 １，３０３ １，２３７ ２１４ ９６．２％ ３４ ２，０７９ ５４６   

目標 １，２０４ １，１７５ ３１０ １００．４％ ４８ １，８９４ ４４６   

目標達成率 １０８％ １０５％ ６９％ ９５％ ７０％ １０９％ １２２％   

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率、新型コロナウイルス感染症の影響下での結果である。 

標準的な成果 
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